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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）  

 

 

中国の新卒者、史上最悪の就職難に 

教育部、教育関連機関に就職サポートを指示
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週刊メール情報 

厳選・中国ビジネス 
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●中国税務・法務・会計支援  ●日本企業の中国進出支援  ●日本商品の中国での販売支援  ●中国医療ビジネス支援  ●ネット販売支援 

 

■ 中国の新卒者、史上最悪の就職難に 

今年は「史上最悪の就職難」と言われているのを背景

に、中国教育部は 21日、教育関連機関に対して、新規

大学卒業予定者の就職活動を全力でサポートするよう

求める通知を出した。 

同通知の内容は次の通り。 

政府や地方による就職関連のプロジェクトを全面的に実

施し、多くの新卒者が科学研究の助手に応募するよう指

導・奨励する。就職関連業務を着実に実施し、人材募集

活動を継続的に展開することで、新卒者により多くの就

職情報を提供する。経済的に困難な家庭や就職先が見

付からない新卒者などのグループに対するサポートを

重点的に実施するという。 

教育部によると、「現在、新卒者は、手元にいくつかの内

定通知があるものの、選択している段階。一方、企業の

採用業務も最終段階には入っていない。同部や各地の

教育部門は今後、さらに多くの合同企業説明会を開催

するほか、インターネット上に人材募集プラットホームを

設置し、新卒者の就職活動を支援する」と、各方面が努

力を傾けていることを強調。「今年の新卒者の最終的な

就職率が下がらないことを願っている」とした。 

 

■ 中国銀聯、ATM で銀行間振込可能に 

1台の現金自動預払機（ATM）に1枚の銀聯デビットカ

ードがあれば、ほかの銀聯カードの口座にいつでもすぐ

に振り込みができるようになる。これは中国銀聯連合商

業銀行が現在、全国で普及に努めている新しい便利な

サービス「銀聯カード ATM銀行間振り込み」だ。 

現在、全国のATMの約4割で同サービスの利用が可能

で、中国銀行をはじめとする全国規模の商業銀行 12行

と浙江省農業信用社などの地域レベルで銀行業務を取

り扱う機関が同サービスを全面的に取り扱っている。 

カードをもつ人は銀聯公式サイトの「決済商品のイノベ

ーション--銀聯カード ATM銀行間振り込み」のページ

で、同サービス取扱銀行のリストを検索することができ

るという。 

現在発行されている銀聯カードは 13億枚以上といわ

れ、中国国内で最大の決済手段となっている 

 

■ 中国 EC取引額、第 1四半期 45％増 

中国全土の今年第1四半期のEC取引額は前四半期

比 8％増、前年同期比 45％増の 2兆 4000 億元に達し

た。そのうち B2B（企業間取引）の取引額は 83％を占

め、前年同期比 20％増となった。 

中国インターネット情報センターの報告によると、中国の

オンラインショッピングの利用者数はすでに 2億 4200万

人に達しており、オンラインショッピングの利用率は

42.9％に上昇、利用者数は2012年に4807万人増加し、

増加率は 24.8％に達している。 

アプリも多様化され、3 大モバイルアプリ（モバイル共同

購入、モバイルオンライン決済、モバイルオンラインバン

ク）の利用者数の増加率は 80％を上回っている。 

中国インターネット情報センターが、第 1四半期に中小

企業を対象に実施した統計によると、第 1四半期のオン

ライン広告市場規模は前年同期比 49.9％増の 157 億

2000 万元に達し、一定規模以上の宅配サービス企業

の、オンラインショッピングによる業務量は 64.3％増、売

上高は 31.7％増となっている。 

ECはすでに、海外貿易、エネルギー、製造、金融などの

発展の重要な力となっている。 

 

■ アップルが脱税、毎年数十億ドル規模 

米上院はこのほどに報告書を発表し、「アップルが海

外子会社などを活用し、毎年数十億ドルの脱税をしてい

たことが、調査によって明らかになった」とした。 

アップルによると、「国別の制度の違いを利用しているだ

けで、その行為は違法に当たらない」と主張している。 

アップルは「当社は昔から、欧州・中東・インド・アフリカ・

アジア・太平洋事業の登録先をアイルランドのコークに

しており、近年現地との交渉で 2％未満の特別な法人税

率の適用で合意していた」と回答した。 

アイルランドの法定法人税率は 12％で、米国の 35％を

大きく下回っている。 

アップルは、「米国の現行の税率を考慮し、当社は海外

の利益を米国に移転するつもりはない」とし、さらに米議

会に税制改正を促し、「現行制度は、海外の利益を米国

に持ち帰る企業にとって不利だ」と主張している。 

 

 

http://j.people.com.cn/94476/100561/100569/7159611.html
http://j.people.com.cn/94476/203254/203311/index.html
http://j.people.com.cn/94476/100561/100569/7601225.html


 2 

 

 

       中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

                   「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１３年（平成２５年） ５月２７日  月曜日     週刊メール情報 ・ 厳選中国ビジネス   (第０４９６号) 

 

) 

号) 

■ ＪＥＴＲＯ、中小企業の海外営業代行 

日本の茂木経済産業相は海外展開する中小企業１

千社の営業を代行する考えを示した。また予防医療な

ど医療の周辺分野で民間が担える部分を認定して企業

の進出も促すという。 

日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）が企業ＯＢ数百人を雇っ

て中小企業１千社の営業を代行する計画で、進出先で

の法務・労務問題の相談窓口も８月までに８カ国、10 カ

所で立ち上げるという。 

戦略的に支援するため、新興国を３つに分ける方針で、

進出済みの企業の競争力を高める中国・東南アジア、

本格進出を支援するインド・中東、進出の成功事例をつ

くるアフリカの３つで、閣僚によるセールスや投資協定で

企業が安定的に操業できる環境も整えるという 

医療保険の関連領域は予防や生活指導に進出してい

いか迷う企業が少なくないが、そのため適法性を国が認

定して民間が担える部分を明確にし、企業や事業単位

で規制を緩める企業実証特例制度をつくる。 

また茂木産業相は、「過小投資、過剰規制、過当競争を

なくし、人・モノ・金を成長分野に向ける。メタボ体質の日

本経済を筋肉質にする。５年間の緊急構造改革期間を

設ける。臨時国会に提出する産業競争力強化法案で政

策手段を集中的に投入する」とした。しかしこれまでの経

緯から、その実効性を疑問視する声も少なくない。 

 

■ 日本、農業市場を10年10兆円規模に 

日本の安倍晋三首相は17日、都内で講演し、農業の

競争力を強化し、今後 10年間で農業所得を倍増させる

方針を明らかにした。 

農家が生産から加工、販売までを担う６次産業化を支援

して農産品の付加価値を高め、10 年間で市場規模を現

在の１兆円から 10 兆円に拡大すると表明した。 

2020 年までに農林水産品の輸出額を１兆円に倍増する

目標を実現するため、国や品目ごとに輸出戦略をつくる

考えも示した。 

具体策としては放置された農地を都道府県が強制的に

借り、集約して農業生産法人などに貸し出す制度を来

年度にも導入。耕作放棄地などの農地集約を加速し、

大規模な農地の割合を現行の５割から８割に高める。 

首相は「農業の構造改革を今度こそ確実にやり遂げる」

と力強く訴えている。 

■ 日本のゲーム大手グリー、中国撤退 

日本ソーシャルゲーム大手・グリーの中国法人（北

京聚逸鋭合網絡科技有限公司）は突如、中国撤退を

発表し、130 数人の社員が失業した。設立から 2年未

満のグリーは、統一基準による補償金支給を提案して

おり、多くの社員からの反発を招いている。 

社員は 6月 28 日までに会社側と『労働契約解除の合

意書』に署名した場合、一定の補償金を受けられるとし

ているが、同日、出勤中の社員らは役員を取り囲み、

補償プランについて不満を表明した。 

グリー中国法人の妊娠 8 カ月の社員は、「出産保険を

これまで 8年間支払ってきたが、会社の突然の撤退に

より、10 数万元の出産保険金と出産休暇の手当を支

給されなくなった。会社の役員と弁護士らは、妊婦に何

ら配慮をせず、会社側も出産保険と手当について責任

を負わないとした。私はすでに、海淀区の関連部門に

労働仲裁を申請した」と語っている。 

グリー中国法人のある社員は、「事業撤退の原因は、8

カ月に渡り 4000 万元を費やし開発した携帯電話用ゲ

ーム『栄誉征途』ベータ版の不振である可能性がある」

と指摘した。「栄誉征途」はリリース後、各オンラインゲ

ームサイトにおける1日当たりの収入が1000元未満と

なった。また著作権がらみの問題が多く、リリースから

3週間後にベータ版の提供が停止されている。 

 

■ 上海のビザ免除政策、観光客が増加 

上海が今年 1月 1日から一部の外国人観光客を対

象に 72 時間以内滞在のビザ免除政策を実施してか

ら、2大空港の辺境検査ステーションで関連手続きを行

った外国人観光客は 3800 人余りに達した。 

同政策の利用者は、1日当たりわずか25人だが、航空

会社の力強い PR と関連サービスの提供に伴い、観光

客数が急速に増加しているという。 

今年 3月と 4月、上海で同政策を利用した観光客数は

いずれも延べ 1000 人を上回り、1－2月と比べ 90％弱

増加、うち欧米の観光客の増加が際立っていた。 

業界関係者は、「同政策の実施は、上海の国際化都市

建設および観光産業の発展を促す」と歓迎している。 

これまで中国は一部の国を対象に、48 時間のビザ免

除政策を実施していたが、滞在時間が短く、乗り継ぎを

する外国人観光客にとって不便だった。 
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「北京ビジネスセンター」、「中日韓・Ｍ＆Ａセンター」がオープンしました。 
 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ は、新たな時代の中国ビジネスをサポートするため、 
本格的なビジネスセンターを北京にオープンしました。 
創業時の経費負担を最小限に軽減し、低コストで最大の効果が図れるよう 
中国ビジネスの専門家が全方面に亘り指導助言させて頂きます。 
また日韓企業の中国ビジネスをグローバルに成功させるために、「中日韓 
Ｍ＆Ａセンターを同時にオープンしました。 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

中国での「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ (10)8735-9091   ＦＡＸ (10)8735-9093 

東京事務所： 東京都足立区栗原４－６－１１（内田会計事務所）     ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

ネット販売・受注代行 
 

● 国際決済可能なネット販売 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売との並行可 

「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス  

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 
 

 

内田総研・北京ビジネスセンター 

 
２ 

・戦略的な中国進出支援 

・戦略的な中国展開支援 

・戦略的なＭ＆Ａ展開支援 

・レンタルオフイスでリスク軽減 

・イベント会場での代理店募集 

・セミナー会場での販売促進 

・低価格での現地法人設立 

・戦略的な税務・法務・会計 

・有利な撤退・Ｍ＆Ａ支援 
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龍頭大廈 フロント・ロビー

ー 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg

